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１ .（ ５ ） ④ 業務継続計画未策定事業所に対する 減算の導入

概要

○ 感染症や災害が発生し た場合であっても 、 必要な介護サービ ス を継続的に提供でき る 体制を 構築する ため、 業務
継続に向けた計画の策定の徹底を求める 観点から 、 感染症若し く は災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策
定の場合、 基本報酬を 減算する 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 業務継続計画未実施減算

施設・ 居住系サービ ス 所定単位数の100分の3に相当する 単位数を 減算（ 新設）
その他のサービ ス 所定単位数の100分の1に相当する 単位数を 減算（ 新設）

算定要件等

○ 以下の基準に適合し ていない場合（ 新設）
・ 感染症や非常災害の発生時において、 利用者に対する サービ ス の提供を継続的に実施する ための、 及び非常時

の体制で早期の業務再開を図る ための計画（ 業務継続計画） を 策定する こ と
・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる こ と

※ 令和７ 年３ 月31日ま での間、 感染症の予防及びま ん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する 具体的計画の策定を行っ
ている 場合には、 減算を適用し ない。 訪問系サービ ス 、 福祉用具貸与、 居宅介護支援については、 令和７ 年３ 月31日ま での間、
減算を 適用し ない。

○ １ 年間の経過措置期間中に全ての事業所で計画が策定さ れる よ う 、 事業所間の連携によ り 計画策定を 行っ て差し
支えない旨を 周知する こ と も 含め、 小規模事業所の計画策定支援に引き 続き 取り 組むほか、 介護サービ ス 情報公表
シス テム に登録すべき 事項に業務継続計画に関する 取組状況を追加する 等、 事業所への働き かけを 強化する 。 ま た、
県別の計画策定状況を 公表し 、 指定権者によ る 取組を促すと と も に、 業務継続計画を 策定済みの施設・ 事業所につ
いても 、 地域の特性に合わせた実効的な内容と なる よ う 、 指定権者によ る 継続的な指導を 求める 。

【 全サービ ス （ 居宅療養管理指導★、 特定福祉用具販売★を 除く ） 】

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービ ス に身体拘束廃止未実施減算を 導入し た際は、 ５ 単位/日減算であっ たが、
各サービ ス 毎に基本サービ ス 費や算定方式が異なる こ と を 踏ま え、 定率で設定。 なお、 その他サービ ス は、 所
定単位数から 平均し て７ 単位程度/（ 日・ 回） の減算と なる 。
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概要

○ 利用者の人権の擁護、 虐待の防止等を よ り 推進する 観点から 、 全ての介護サービ ス 事業者（ 居宅療養管理指導及
び特定福祉用具販売を 除く 。 ） について、 虐待の発生又はその再発を 防止する ための措置（ 虐待の発生又はその再
発を防止する ための委員会の開催、 指針の整備、 研修の実施、 担当者を定める こ と ） が講じ ら れていない場合に、
基本報酬を減算する 。 その際、 福祉用具貸与については、 そのサービ ス 提供の態様が他サービ ス と 異なる こ と 等を
踏ま え、 ３ 年間の経過措置期間を設ける こ と と する 。 【 告示改正】

〇 施設における ス ト レ ス 対策を 含む高齢者虐待防止に向けた取組例を 収集し 、 周知を図る ほか、 国の補助によ り 都
道府県が実施し ている 事業において、 ハラ ス メ ン ト 等のス ト レ ス 対策に関する 研修を実施でき る こ と や、 同事業に
よ る 相談窓口について、 高齢者本人と その家族だけでなく 介護職員等も 利用でき る こ と を明確化する など 、 高齢者
虐待防止に向けた施策の充実を 図る 。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する 単位数を減算（ 新設）

【 全サービ ス （ 居宅療養管理指導★、 特定福祉用具販売★を 除く ） 】

１ .（ ６ ） ① 高齢者虐待防止の推進①

算定要件等

○ 虐待の発生又はその再発を防止する ための以下の措置が講じ ら れていない場合（ 新設）
・ 虐待の防止のための対策を 検討する 委員会（ テレ ビ 電話装置等の活用可能） を 定期的に開催する と と も に、 そ

の結果について、 従業者に周知徹底を図る こ と 。
・ 虐待の防止のための指針を 整備する こ と 。
・ 従業者に対し 、 虐待の防止のための研修を定期的に実施する こ と 。
・ 上記措置を適切に実施する ための担当者を置く こ と 。

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービス に身体拘束廃止未実施減算を導入し た際は、 ５ 単位/日減算であったが、 各サービ ス 毎
に基本サービス 費や算定方式が異なる こ と を 踏ま え、 定率で設定。 なお、 所定単位数から 平均し て７ 単位程度/（ 日・ 回） の
減算と なる 。
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１ .（ ６ ） ① 高齢者虐待防止の推進②

算定要件等

○ 全ての施設・ 事業所で虐待防止措置が適切に行われる よ う 、 令和６ 年度中に小規模事業所等における 取組事例を
周知する ほか、 介護サービ ス 情報公表シス テム に登録すべき 事項に虐待防止に関する 取組状況を追加する 。 ま た、
指定権者に対し て、 集団指導等の機会等にて虐待防止措置の実施状況を把握し 、 未実施又は集団指導等に不参加の
事業者に対する 集中的な指導を 行う など 、 高齢者虐待防止に向けた取組の強化を求める と と も に、 都道府県別の体
制整備の状況を周知し 、 更なる 取組を促す。

503



概要

○ 身体的拘束等の更なる 適正化を図る 観点から 、 以下の見直し を 行う 。

ア 短期入所系サービ ス 及び多機能系サービ ス について、 身体的拘束等の適正化のための措置（ 委員会の開催等、
指針の整備、 研修の定期的な実施） を 義務付ける 。 【 省令改正】 ま た、 身体的拘束等の適正化のための措置が講
じ ら れていない場合は、 基本報酬を減算する 。 その際、 １ 年間の経過措置期間を 設ける こ と と する 。 【 告示改正】

イ 訪問系サービ ス 、 通所系サービ ス 、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売及び居宅介護支援について、 利用者又は
他の利用者等の生命又は身体を保護する ため緊急やむを得ない場合を除き 、 身体的拘束等を行っ てはなら ないこ と
と し 、 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理
由を 記録する こ と を 義務付ける 。 【 省令改正】

【 ア： 短期入所系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★、 イ ： 訪問系サービ ス ★、 通所系サービ ス ★、 福祉用具貸与★、
特定福祉用具販売★、 居宅介護支援★】

１ ． （ ６ ） ② 身体的拘束等の適正化の推進①

基準

○ 短期入所系サービ ス 及び多機能系サービ ス の運営基準に以下の措置を講じ なければなら ない旨を 規定する 。
・ 身体的拘束等の適正化のための対策を 検討する 委員会を ３ 月に１ 回以上開催する と と も に、 その結果について、

介護職員その他従業者に周知徹底を 図る こ と 。
・ 身体的拘束等の適正化のための指針を 整備する こ と 。
・ 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する こ と 。

○ 訪問系サービ ス 、 通所系サービ ス 、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売及び居宅介護支援の運営基準に以下を規定
する 。
・ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する ため緊急やむを得ない場合を除き 、 身体的拘束等を 行っ て

はなら ないこ と 。
・ 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理由

を 記録し なければなら ないこ と 。
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１ .（ ６ ） ② 身体的拘束等の適正化の推進②

＜現行＞ ＜改定後＞

なし 身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する 単位数を減算（ 新設）

単位数

算定要件等

○ 身体的拘束等の適正化を 図る ため、 以下の措置が講じ ら れていない場合
・ 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理由

を 記録する こ と
・ 身体的拘束等の適正化のための対策を 検討する 委員会を ３ 月に１ 回以上開催する と と も に、 その結果について、

介護職員その他従業者に周知徹底を 図る こ と
・ 身体的拘束等の適正化のための指針を 整備する こ と
・ 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する こ と

〇 全ての施設・ 事業所で身体的拘束等の適正化が行われる よ う 、 令和６ 年度中に小規模事業所等における 取組事例
を周知する ほか、 介護サービ ス 情報公表シス テムに登録すべき 事項に身体的拘束等の適正化に関する 取組状況を 追
加する 。 ま た、 指定権者に対し て、 集団指導等の機会等にて身体的拘束等の適正化の実施状況を把握し 、 未実施又
は集団指導等に不参加の事業者に対する 集中的な指導を 行う など 、 身体的拘束等の適正化に向けた取組の強化を 求
める 。

【 短期入所系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★】

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービス に身体拘束廃止未実施減算を導入し た際は、 ５ 単位/日減算であったが、 各サービ
ス 毎に基本サービス 費や算定方式が異なる こ と を踏ま え、 定率で設定。 なお、 短期入所系・ 多機能系サービス は所定単位
数から 平均し て９ 単位程度/日の減算と なる 。
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２ .（ ３ ） ① 科学的介護推進体制加算の見直し

概要

○ 科学的介護推進体制加算について、 質の高い情報の収集・ 分析を可能と し 、 入力負担を 軽減し 科学的介護を
推進する 観点から 、 以下の見直し を行う 。

ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と 共通し ている 項目の見直し 等を 実施。
【 通知改正】

イ LIFEへのデータ 提出頻度について、 少なく と も 「 ６ 月に１ 回」 から 「 ３ 月に１ 回」 に見直す。
【 通知改正】

ウ 初回のデータ 提出時期について、 他のLIFE関連加算と 揃える こ と を可能と する 。 【 通知改正】

【 通所介護、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★、 通所リ ハビリ テーショ ン★、 特定施設入居者生活介護★、
地域密着型特定施設入居者生活介護、 小規模多機能型居宅介護★、 認知症対応型共同生活介護★、 看護小規模多機能型
居宅介護、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

○ LIFEへのデータ 提出頻度について、 他のLIFE関連加算と 合わせ、 少なく と も 「 ３ 月に１ 回」 に見直す。

○ その他、 LIFE関連加算に共通し た見直し を 実施。
＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する 見直し ＞

・ 入力項目の定義の明確化や、 他の加算と 共通する 項目の選択肢を 統一化する
・ 同一の利用者に複数の加算を算定する 場合に、 一定の条件下でデータ 提出のタ イ ミ ングを統一でき る よ う にする

976



4月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10月 11月 12月

LIFEへのデータ 提出頻度の見直し （ イ メ ージ）

○ 各加算のデータ 提出頻度について、 サービ ス 利用開始月よ り 入力を求めている 加算も あれば、 サービ ス 利用開始
後の計画策定時に入力が必要な加算も あり 、 同一の利用者であっても 算定する 加算によ って入力のタ イ ミ ングが異
なり 、 事業所における 入力タ イ ミ ングの管理が煩雑と なっ ている 。

○ LIFEへのデータ 提出について、 「 少なく と も ３ か月に１ 回」 と 統一する 。
○ ま た、 同一の利用者に対し て複数の加算を算定する 場合のデータ 提出頻度を統一でき る よ う 、 例えば、 月末よ り

サービ ス 利用を 開始する 場合であって、 当該利用者の評価を行う 時間が十分確保でき ない場合等、 一定の条件の下
で、 提出期限を 猶予する 。

【 現行】

【 改定後】

4/29
サービ ス
利用開始

科学的介護
推進体制加算

ﾘﾊﾋﾞ ﾘﾃー ｼｮﾝ
ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ加算

10日

計画書
提出

リ ハ
計画書

リ ハ
計画書

計画書
提出

リ ハ
計画書

計画書
提出

科学的介護
推進体制加算

ﾘﾊﾋﾞ ﾘﾃー ｼｮﾝ
ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ加算

10日 10日 10日 10日

例： 同一の利用者に科学的介護推進体制加算及びリ ハビ リ テーショ ンマネジメ ン ト 加算を算定する 場合
• 現在、 科学的介護推進体制加算はサービス 利用開始月と その後少なく と も 6月に１ 度評価を行い、 翌月の10日ま でにデータ を提出する こ と と

なっており 、 リ ハビリ テーショ ンマネジメ ント 加算はリ ハビリ テーショ ン計画書策定月、 及び計画変更月に加え、 少なく と も ３ 月に１ 度評価を
行いデータ を提出する こ と と なっている 。 いずれの加算にも ADLを含め同じ 評価項目が含ま れている 。

• こ れら の加算の提出タ イ ミ ングを少なく と も ３ 月に１ 度と 統一する と と も に、 例えば、 月末にサービス を開始し た場合に、 科学的介護推進体
制加算のデータ 提出期限に猶予期間を設ける こ と で、 評価やデータ 提出のタ イ ミ ングを揃える こ と を可能と する 。

4月分
データ 提出

10月分
データ 提出

計画書
提出

計画書
提出

計画書
提出

11月分
データ 提出

ADL評価

ADL評価 ADL評価

ADL評価

ADL評価

ADL評価 ADL評価 ADL評価

（ ※） 一定の条件の下で、 サービ ス 利用開始翌月ま でにデータ 提出する こ と と し ても 差し 支えない。 ただし 、 その場合は利用開始月は該当の加算は算定でき ないこ と と する 。

５ 月分
データ 提出

８ 月分
データ 提出

※猶予期間
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LIFEのフ ィ ード バッ ク 見直し イ メ ージ（ 事業所フ ィ ード バッ ク ）

基本情報

各施設・事業所において実施した取組と、LIFEデータの時系列変化や全国の同じような利用者との比較を組み合わせて検討することで、
取組の効果や自施設・事業所の特徴の把握へ活用

平均要介護度
４.２

ADL（Barthel Index）の状況
合計点の推移

全国（平均値）自施設・事業所

都道府県

事業所規模

平均要介護度

合計点の位置比較 自施設・事業所の位置

栄養状態

100

75

50

表示時点

Excel形式ではなく、ブラウザ上で層別化等の
設定を可能とすることで、操作性・視認性を向上

サービス

低栄養状態のリスクレベル

全
国

2024年4月

2024年7月

自
施

設
・

事
業

所

全国値

都道府県

事業所規模

平均要介護度

全国値

全国値に対する自施設・事業所の位置を参照可能

低 中 高

介護老人福祉施設

表示時点

口腔の健康状態

0%

100%

50%

25%

75%

歯・入れ歯が
汚れている

歯が少ないのに入れ歯
を使っていない むせやすい

全国（平均値）

自施設・事業所

都道府県

事業所規模

平均要介護度

全国値

表示時点「あり」の割合

時系列変化を複数時点で参照可能

〜

表示期間

サービス種類、都道府県、要介護度等による絞り込み
により、全国の同じような利用者との比較が可能

2024年10月

2024年4月

2024年7月

2024年10月

都道府県

事業所規模

平均要介護度

全国値
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LIFEのフ ィ ード バッ ク 見直し イ メ ージ（ 利用者フ ィ ード バッ ク ）

基本情報

各利用者に対して実施した取組と、LIFEデータの時系列変化や全国の同じような利用者との比較を組み合わせて検討することで、
取組の効果や利用者の特徴の把握へ活用

ADL（Barthel Index）の状況
合計点の推移

全国（平均値）利用者

都道府県

要介護度

日常生活自立度（身体機能）

日常生活自立度（認知機能）

100

75

50

要介護度
要介護４

日常生活自立度（身体機能） 日常生活自立度（認知機能）
ⅡaB2

ADL各項目の点数 表示時点

利用者
全国（平均値）

食事
椅子とベッド間

の移乗

整容

トイレ動作

入浴

平地歩行

階段昇降

更衣

排便コントロール

排尿コントロール

低栄養状態のリスクレベル

栄養状態

時系列変化を複数時点で参照可能

2024年4月

2024年7月

2024年10月

全国値 低 中 高

口腔の健康状態

2024/4 2024/7 2024/10
歯・入れ歯が
汚れている あり あり なし

歯が少ないの
に入れ歯を
使っていない

なし なし なし

むせやすい なし あり あり

各項目の3か月間の推移

サービス 介護老人福祉施設

〜

表示期間

都道府県

要介護度

日常生活自立度（身体機能）

日常生活自立度（認知機能）

2024/4 2024/7 2024/10

高 低 低

〜

表示期間 都道府県

要介護度

日常生活自立度（身体機能）

日常生活自立度（認知機能）

表示時点

〜
表示期間

サービス種類、都道府県、要介護度等による絞り込み
により、全国の同じような利用者との比較が可能Excel形式ではなく、ブラウザ上で層別化等の

設定を可能とすることで、操作性・視認性を向上

1009



LIFEを活用し た取組イ メ ージ

○ 介護事業所においては、 介護の質向上に向けてLIFEを活用し たPDCAサイ ク ルを推進する 。 LIFEで収集し たデータ

も 活用し 、 介護報酬制度を 含めた施策の立案や介護DXの取組、 アウ ト カム評価につながる エビ デン ス 創出に向けた

LIFEデータ の研究利活用を推進する 。

【厚生労働省】

【介護施設・事業所】

■ フィードバック（例）
• 利用者や事業所のBMI等を時系列に見るグラフ
• 事業所のADL平均値が都道府県内の事業所と比較し

てどの位置か示すグラフ

■ LIFEデータ項目（例）
• ADL
• 身長・体重
• 口腔の健康状態 等

LIFEへのデータ登録

• エビデンスに基づく施策の立案
－施策の効果や課題の把握、アウトカム評価の検討
－介護情報基盤運用開始に向けた、介護事業所等の関係者間における情報共有の検討

• エビデンス創出に向けた取組
－研究者等への匿名LIFE情報提供の推進
－医療保険等の他の公的DB等との連結による詳細な解析の推進

データ収集

フィードバックの確認

フィードバックの提供

PDCAサイクル
改善

（Action）
フィードバックと計画書等の
情報を組み合わせて、取組の
評価や見直しを実施

計画
（Plan）

評価
（Check）

実行（Do）
計画等に基づいたケアの実施

利用者および施設・事業所の
現状や、取組によって生じた
変化を確認

目標の設定と計画の作成

収集されたLIFEデータに基づ
く、事業所毎のアウトカム評
価等を検討
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３ .（ １ ） ① 介護職員の処遇改善①

概要

○ 介護現場で働く 方々にと って、 令和６ 年度に2.5％、 令和７ 年度に2.0％のベース アッ プへと 確実につながる よ う

加算率の引上げを 行う 。

○ 介護職員等の確保に向けて、 介護職員の処遇改善のための措置ができ る だけ多く の事業所に活用さ れる よ う 推進

する 観点から 、 介護職員処遇改善加算、 介護職員等特定処遇改善加算、 介護職員等ベース アッ プ等支援加算につい

て、 現行の各加算・ 各区分の要件及び加算率を 組み合わせた４ 段階の「 介護職員等処遇改善加算」 に一本化を行う 。

※ 一本化後の加算については、 事業所内での柔軟な職種間配分を認める 。 ま た、 人材確保に向けてよ り 効果的な

要件と する 等の観点から 、 月額賃金の改善に関する 要件及び職場環境等要件を見直す。 【 告示改正】

【 訪問介護、 訪問入浴介護★、 通所介護、 地域密着型通所介護、 療養通所介護、 認知症対応型通所介護★、 通所リ ハビリ テーショ
ン★、 短期入所生活介護★、 短期入所療養介護★、 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 定期巡
回・ 随時対応型訪問介護看護、 夜間対応型訪問介護、 小規模多機能型居宅介護★、 認知症対応型共同生活介護★、 看護小規模多
機能型居宅介護、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

単位数

サービ ス 区分
介護職員等処遇改善加算

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

訪問介護・ 夜間対応型訪問介護・ 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護 24.5% 22.4% 18.2% 14.5%

訪問入浴介護★ 10.0% 9.4% 7.9% 6.3%

通所介護・ 地域密着型通所介護 9.2% 9.0% 8.0% 6.4%

通所リ ハビ リ テーショ ン★ 8.6% 8.3% 6.6% 5.3%

特定施設入居者生活介護★・ 地域密着型特定施設入居者生活介護 12.8% 12.2% 11.0% 8.8%

認知症対応型通所介護★ 18.1% 17.4% 15.0% 12.2%

小規模多機能型居宅介護★・ 看護小規模多機能型居宅介護 14.9% 14.6% 13.4% 10.6%

認知症対応型共同生活介護★ 18.6% 17.8% 15.5% 12.5%

介護老人福祉施設・ 地域密着型介護老人福祉施設・ 短期入所生活介護★ 14.0% 13.6% 11.3% 9.0%

介護老人保健施設・ 短期入所療養介護 （ 介護老人保健施設） ★ 7.5% 7.1% 5.4% 4.4%

介護医療院・ 短期入所療養介護 （ 介護医療院） ★・ 短期入所療養介護（ 病院等)★ 5.1% 4.7% 3.6% 2.9%

※介護職員等処遇改善加算を 除く 加減算後の総報酬単位数に以下の加算率を 乗じ る 。 加算率はサービ ス 毎の介護
職員の常勤換算職員数に基づき 設定。

（ 注） 令和６ 年度末ま での経過措置期間を 設け、 経過措置期間中は、 現行の３ 加算の取得状況に基づく 加算率を 維持し た上で、 今般の改
定によ る 加算率の引上げを 受ける こ と ができ る よ う にする こ と など の激変緩和措置を 講じ る 。
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３ .（ １ ） ① 介護職員の処遇改善②

算定要件等

○ 一本化後の新加算全体について、 職種に着目し た配分ルールは設けず、 事業所内で柔軟な配分を 認める 。

○ 新加算のいずれの区分を 取得し ている 事業所においても 、 新加算Ⅳの加算額の１ /２ 以上を 月額賃金の改善に充て

る こ と を 要件と する 。
※ それま でベース アッ プ等支援加算を 取得し ていない事業所が、 一本化後の新加算を 新たに取得する 場合には、 収入と し て新たに増

加する ベース アッ プ等支援加算相当分の加算額については、 その２ /３ 以上を 月額賃金の改善と し て新たに配分する こ と を 求める 。

※︓加算率は訪問介護のものを例として記載。

対応する現行の加算等（※） 新加算の趣旨

新
加
算
（
介
護
職
員
等
処
遇
改
善
加
算
）

Ⅰ 新加算（Ⅱ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上

配置していること（訪問介護の場合、介護福祉士30%以上）

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅰ）
【6.3%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

事業所内の経験・
技能のある職員を
充実

Ⅱ 新加算（Ⅲ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 改善後の賃金年額440万円以上が１人以上
• 職場環境の更なる改善、見える化【見直し】
• グループごとの配分ルール【撤廃】

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅱ）
【4.2%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

総合的な職場環境
改善による職員の
定着促進

Ⅲ 新加算（Ⅳ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7％】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

資格や経験に応じ
た昇給の仕組みの
整備

Ⅳ • 新加算（Ⅳ）の1/2（7.2%）以上を月額賃金で配分
• 職場環境の改善（職場環境等要件）【見直し】
• 賃金体系等の整備及び研修の実施等

a. 処遇改善加算（Ⅱ）
【10.0%】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

介護職員の基本的
な待遇改善・ベー
スアップ等

既存の要件は黒字、新規・修正する要件は赤字加算率（※）

【14.5%】

【18.2%】

【22.4%】

【24.5%】

新加算（Ⅰ〜Ⅳ）は、加算・賃金改善額の職種間配分ルールを統一。（介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に
重点的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。）
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３ .（ ２ ） ① テレ ワ ーク の取扱い

概要

○ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を 求めている 職種のテレ ワ ーク に関し て、 個人情報を 適切に管理
し ている こ と 、 利用者の処遇に支障が生じ ないこ と 等を 前提に、 取扱いの明確化を行い、 職種や業務ごと に具体的
な考え方を示す。 【 通知改正】

【 全サービ ス （ 居宅療養管理指導★を 除く 。 ） 】
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３ .（ ２ ） ② 利用者の安全並びに介護サービス の質の確保及び職員の負担軽減に
資する 方策を検討する ための委員会の設置の義務付け

概要

〇 介護現場における 生産性の向上に資する 取組の促進を 図る 観点から 、 現場における 課題を抽出及び分析し た上で、
事業所の状況に応じ て、 利用者の安全並びに介護サービ ス の質の確保及び職員の負担軽減に資する 方策を検討する
ための委員会の設置を 義務付ける 。 その際、 ３ 年間の経過措置期間を 設ける こ と と する 。 【 省令改正】

【 短期入所系サービ ス ★、 居住系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★、 施設系サービ ス 】
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３ .（ ２ ） ③ 介護ロ ボッ ト やICT等のテク ノ ロ ジーの活用促進①

概要

○ 介護現場における 生産性の向上に資する 取組の促進を 図る 観点から 、 介護ロ ボッ ト やICT等のテク ノ ロ ジーの導入
後の継続的なテク ノ ロ ジーの活用を 支援する ため、 利用者の安全並びに介護サービ ス の質の確保及び職員の負担軽
減に資する 方策を 検討する ための委員会の開催や必要な安全対策を講じ た上で、 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーを １
つ以上導入し 、 生産性向上ガイ ド ラ イ ンの内容に基づいた業務改善を 継続的に行う と と も に、 一定期間ごと に、 業
務改善の取組によ る 効果を 示すデータ の提供を 行う こ と を評価する 新たな加算を設ける こ と と する 。 【 告示改正】

○ 加えて、 上記の要件を満たし 、 提出し たデータ によ り 業務改善の取組によ る 成果が確認さ れた上で、 見守り 機器
等のテク ノ ロ ジーを複数導入し 、 職員間の適切な役割分担（ いわゆる 介護助手の活用等） の取組等を行っている こ
と を 評価する 区分を設ける こ と と する 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 生産性向上推進体制加算（ Ⅰ） 100単位/月（ 新設）

生産性向上推進体制加算（ Ⅱ） 10単位/月（ 新設）

【 短期入所系サービ ス ★、 居住系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★、 施設系サービ ス 】
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３ .（ ２ ） ③ 介護ロ ボッ ト やICT等のテク ノ ロ ジーの活用促進②

算定要件等

【 生産性向上推進体制加算（ Ⅰ） 】 （ 新設）
○ （ Ⅱ） の要件を 満たし 、 （ Ⅱ） のデータ によ り 業務改善の取組によ る 成果（ ※１ ） が確認さ れている こ と 。
○ 見守り 機器等のテク ノ ロ ジー（ ※２ ） を複数導入し ている こ と 。
○ 職員間の適切な役割分担（ いわゆる 介護助手の活用等） の取組等を 行っ ている こ と 。
○ １ 年以内ごと に１ 回、 業務改善の取組によ る 効果を示すデータ の提供（ オン ラ イ ンによ る 提出） を行う こ と 。

注： 生産性向上に資する 取組を従来よ り 進めている 施設等においては、 （ Ⅱ） のデータ によ る 業務改善の取組によ る 成果と 同等以上のデータ を示す等の場
合には、 （ Ⅱ） の加算を取得せず、 （ Ⅰ） の加算を取得する こ と も 可能である 。

【 生産性向上推進体制加算（ Ⅱ） 】 （ 新設）
○ 利用者の安全並びに介護サービ ス の質の確保及び職員の負担軽減に資する 方策を 検討する ための委員会の開催や

必要な安全対策を 講じ た上で、 生産性向上ガイ ド ラ イ ン に基づいた改善活動を 継続的に行っている こ と 。
○ 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーを１ つ以上導入し ている こ と 。
○ １ 年以内ごと に１ 回、 業務改善の取組によ る 効果を示すデータ の提供（ オン ラ イ ンによ る 提出） を行う こ と 。

（ ※２ ） 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーの要件
○ 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーと は、 以下のアから ウ に掲げる 機器を いう 。

ア 見守り 機器
イ イ ンカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資する ICT機器
ウ 介護記録ソ フ ト ウ ェ アやス マート フォ ン等の介護記録の作成の効率化に資する ICT機器（ 複数の機器の連携も 含め、 データ の入力から 記録・ 保存・ 活

用ま でを一体的に支援する も のに限る 。 ）
○ 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーを 複数導入する と は、 少なく と も アから ウ ま でに掲げる 機器は全て使用する こ と であり 、 その際、 アの機器は全ての居室に

設置し 、 イ の機器は全ての介護職員が使用する こ と 。 なお、 アの機器の運用については、 事前に利用者の意向を確認する こ と と し 、 当該利用者の意向に
応じ 、 機器の使用を停止する 等の運用は認めら れる も のである こ と 。

（ ※１ ） 業務改善の取組によ る 効果を示すデータ 等について
○ （ Ⅰ） において提供を 求める データ は、 以下の項目と する 。

ア 利用者のＱ Ｏ Ｌ 等の変化（ ＷＨ Ｏ -５ 等）
イ 総業務時間及び当該時間に含ま れる 超過勤務時間の変化
ウ 年次有給休暇の取得状況の変化
エ 心理的負担等の変化(SRS-18等）
オ 機器の導入によ る 業務時間（ 直接介護、 間接業務、 休憩等） の変化（ タ イ ムス タ ディ 調査）

〇 （ Ⅱ） において求める データ は、 （ Ⅰ） で求める データ のう ち、 アから ウ の項目と する 。
○ （ Ⅰ） における 業務改善の取組によ る 成果が確認さ れている こ と と は、 ケアの質が確保（ アが維持又は向上） さ れた上で、 職員の業務負担の軽減（ イ が

短縮、 ウ が維持又は向上） が確認さ れる こ と をいう 。
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３ .（ ２ ） ⑦ 人員配置基準における 両立支援への配慮

概要

○ 介護現場において、 治療と 仕事の両立が可能と なる 環境整備を 進め、 職員の離職防止・ 定着促進を図る 観点から 、
各サービ ス の人員配置基準や報酬算定について、 以下の見直し を 行う 。
ア 「 常勤」 の計算に当たり 、 職員が育児・ 介護休業法等によ る 育児・ 介護等の短時間勤務制度を 利用する 場合に

加えて、 「 治療と 仕事の両立ガイ ド ラ イ ン」 に沿って事業者が設ける 短時間勤務制度等を利用する 場合にも 、 週
30時間以上の勤務で「 常勤」 と し て扱う こ と を 認める 。

イ 「 常勤換算方法」 の計算に当たり 、 職員が「 治療と 仕事の両立ガイ ド ラ イ ン」 に沿って事業者が設ける 短時間
勤務制度等を利用する 場合、 週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も １ （ 常勤） と 扱う こ と を 認める 。

【 通知改正】

【 全サービ ス 】

基準・ 算定要件等

○ 運営基準の解釈通知及び報酬算定上の留意事項通知について、 「 常勤」 及び「 常勤換算方法」 に係る 取扱いを 以下のよ う に改正する 。

母性健康管理措置によ る
短時間勤務

育児・ 介護休業法によ る
短時間勤務制度

「 治療と 仕事の両立ガイ ド ラ イ ン」 に
沿っ て事業者が自主的に設ける

短時間勤務制度

「 常勤」 （ ※） の取扱い：
週30時間以上の勤務で常勤扱い ○ ○ ○（ 新設）

「 常勤換算」 （ ※） の取扱い：
週30時間以上の勤務で常勤換算での
計算上も １ （ 常勤） と 扱う こ と を 認める

○ ○ ○（ 新設）

※人員配置基準上の「 常勤」 及び「 常勤換算方法」 の計算においては、 常勤の従業者が勤務すべき 時間数（ 32時間を 下回る 場合は32時間を基本）
勤務し ている 者を「 常勤」 と し て取り 扱う こ と と し ている 。
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３ .（ ２ ） ⑧ 外国人介護人材に係る 人員配置基準上の取扱いの見直し

概要

○ 就労開始から ６ 月未満のEPA介護福祉士候補者及び技能実習生（ 以下「 外国人介護職員」 と いう 。 ） については、
日本語能力試験N1又はN2に合格し た者を除き 、 両制度の目的を 考慮し 、 人員配置基準への算入が認めら れていな
いが、 就労開始から ６ 月未満であっても ケアの習熟度が一定に達し ている 外国人介護職員がいる 実態など も 踏ま え、
人員配置基準に係る 取扱いについて見直し を行う 。

具体的には、 外国人介護職員の日本語能力やケアの習熟度に個人差がある こ と を 踏ま え、 事業者が、 外国人介護
職員の日本語能力や指導の実施状況、 管理者や指導職員等の意見等を 勘案し 、 当該外国人介護職員を人員配置基準
に算入する こ と について意思決定を行った場合には、 就労開始直後から 人員配置基準に算入し て差し 支えないこ と
と する 。 【 告示改正】

その際、 適切な指導及び支援を行う 観点、 安全体制の整備の観点から 、 以下の要件を設ける 。
ア 一定の経験のある 職員と チーム でケアを 行う 体制と する こ と 。
イ 安全対策担当者の配置、 指針の整備や研修の実施など 、 組織的に安全対策を実施する 体制を整備し ている こ と 。

併せて、 両制度の趣旨を 踏ま え、 人員配置基準への算入の有無にかかわら ず、 研修又は実習のための指導職員の
配置や、 計画に基づく 技能等の修得や学習への配慮など 、 法令等に基づき 、 受入れ施設において適切な指導及び支
援体制の確保が必要である こ と を改めて周知する 。

【 通所系サービ ス ★、 短期入所系サービ ス ★、 居住系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★、 施設系サービ ス 】

算定要件等

訪日後研修

（現行）

（見直し案）

※N1・N2のみ参入可能

※N1・N2に加え、受入れ事業

者が配置基準に算入するこ
ととした場合に算入可能

算入

算入

就労開始 就労開始６ヶ月次のいずれかに該当する も のについては、 職員等の配置の基準を定
める 法令の適用について職員等と みなし ても 差し 支えないこ と と する 。

・ 受入れ施設において就労を 開始し た日から ６ 月を 経過し た外国人介護職員
・ 受入れ施設において就労を 開始し た日から ６ 月を 経過し ていない外国人介護

職員であっ て、 受入れ施設（ 適切な研修体制及び安全管理体制が整備さ れてい
る も のに限る 。 ） に係る 事業を 行う 者が当該外国人介護職員の日本語の能力及
び研修の実施状況並びに当該受入れ施設の管理者、 研修責任者その他の職員の
意見等を 勘案し 、 当該外国人介護職員を 職員等の配置の基準を 定める 法令の適
用について職員等と みなすこ と と し たも の

・ 日本語能力試験N1又はN2に合格し た者
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３ .（ ３ ） ① 管理者の責務及び兼務範囲の明確化

概要

○ 提供する 介護サービ ス の質を 担保し つつ、 介護サービ ス 事業所を効率的に運営する 観点から 、 管理者の責務につ
いて、 利用者へのサービ ス 提供の場面等で生じ る 事象を 適時かつ適切に把握し ながら 、 職員及び業務の一元的な管
理・ 指揮命令を行う こ と である 旨を明確化し た上で、 管理者が兼務でき る 事業所の範囲について、 管理者がその責
務を 果たせる 場合には、 同一敷地内における 他の事業所、 施設等ではなく ても 差し 支えない旨を明確化する 。
【 省令改正】 【 通知改正】

【 全サービ ス 】
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３ .（ ３ ） ② いわゆる ロ ーカルルールについて

概要

○ 都道府県及び市町村に対し て、 人員配置基準に係る いわゆる ロ ーカルルールについて、 あく ま でも 厚生労働省令
に従う 範囲内で地域の実情に応じ た内容と する 必要がある こ と 、 事業者から 説明を求めら れた場合には当該地域に
おける 当該ルールの必要性を説明でき る よ う にする こ と 等を 求める 。 【 Q&A発出】

【 全サービ ス 】
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【 全サービ ス 】

５ ． ① 「 書面掲示」 規制の見直し

概要

○ 運営基準省令上、 事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、 原則と し て事業所内での「 書面掲示」 を
求めている 一方、 備え付けの書面（ 紙フ ァ イ ル等） 又は電磁的記録の供覧によ り 、 書面によ る 壁面等への掲示を 代
替でき る 規定になっ ている と こ ろ、 「 書面掲示」 に加え、 イ ンタ ーネッ ト 上で情報の閲覧が完結する よ う 、 介護
サービ ス 事業者は、 原則と し て重要事項等の情報をウ ェ ブサイ ト （ 法人のホームページ等又は情報公表シス テム
上） に掲載・ 公表し なければなら ないこ と と する 。 【 省令改正】 【 告示改正】 【 通知改正】

（ ※令和７ 年度から 義務付け）
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５ ． ② 特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する
者へのサービス 提供加算の対象地域の明確化

概要

○ 過疎地域の持続的発展の支援に関する 特別措置法において、 「 過疎地域」 と みなし て同法の規定を適用する こ と
と さ れている 地域等が、 特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する 者へのサービ
ス 提供加算の算定対象地域に含ま れる こ と を明確化する 。 【 告示改正】

基準

【 訪問系サービ ス ★、 通所系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★、 福祉用具貸与★、 居宅介護支援】

○ 厚生労働大臣が定める 中山間地域等の地域（ 平成21年厚生労働省告示第83号） 及び厚生労働大臣が定める 地域（ 平成24年厚生労働省告示第120号） の
規定を以下のよ う に改正する 。

算定要件 単位数

特別地域加算 別に厚生労働大臣が定める 地域（ ※１ ） に所
在する 事業所が、 サービス 提供を行った場合

所定単位数に
15/100
を乗じ た単位数

中山間地域等における
小規模事業所加算

別に厚生労働大臣が定める 地域（ ※２ ） に所
在する 事業所が、 サービス 提供を行った場合

所定単位数に
10/100
を乗じ た単位数

中山間地域等に居住する
者へのサービス 提供加算

別に厚生労働大臣が定める 地域（ ※３ ） に居
住する 利用者に対し 、 通常の事業の実施地域
を越えて、 サービス 提供を行った場合

所定単位数に
５ /100
を乗じ た単位数

※１ ： ①離島振興対策実施地域、 ②奄美群島、
③振興山村、 ④小笠原諸島、 ⑤沖縄の離島、
⑥豪雪地帯、 特別豪雪地帯、 辺地、 過疎地
域等であって、 人口密度が希薄、 交通が不
便等の理由によ り サービス の確保が著し く
困難な地域

※２ ： ①豪雪地帯及び特別豪雪地帯、 ②辺地、
③半島振興対策実施地域、 ④特定農山村、
⑤過疎地域

※３ ： ①離島振興対策実施地域、 ②奄美群島、
③豪雪地帯及び特別豪雪地帯、 ④辺地、 ⑤
振興山村、 ⑥小笠原諸島、 ⑦半島振興対策
実施地域、 ⑧特定農山村地域、 ⑨過疎地
域、 ⑩沖縄の離島

＜現行＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する 特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第一項に規定する 過疎地域

＜改定後＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する 特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第二項によ り 公示さ れた過疎地域
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【 訪問系サービ ス ★、 多機能系サービ ス ★、 福祉用具貸与★、 居宅介護支援】

５ ． ③ 特別地域加算の対象地域の見直し

概要

○ 過疎地域その他の地域で、 人口密度が希薄、 交通が不便等の理由によ り サービ ス の確保が著し く 困難である と 認
めら れる 地域であって、 特別地域加算の対象と し て告示で定める も のについて、 前回の改正以降、 新たに加除する
必要が生じ た地域において、 都道府県及び市町村から 加除の必要性等を聴取し た上で、 見直し を行う 。
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【 訪問介護、 訪問入浴介護★、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護、 夜間対応型訪問介護】

１ .（ ７ ） ① 訪問系サービス における 認知症専門ケア加算の見直し

概要

○ 訪問系サービ ス における 認知症専門ケア加算について、 認知症高齢者の重症化の緩和や日常生活自立度Ⅱの者に
対し て適切に認知症の専門的ケアを 行う こ と を評価する 観点から 、 利用者の受入れに関する 要件を 見直す。
【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
認知症専門ケア加算（ Ⅰ） ３ 単位/日※ 変更なし
認知症専門ケア加算（ Ⅱ） ４ 単位/日※ 変更なし

※ 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護、 夜間対応型訪問介護（ Ⅱ） については、 認知症専門ケア加算（ Ⅰ） 90単位/月、 認知症専門ケア加算（ Ⅱ） 120単位/月

算定要件等

＜認知症専門ケア加算（ Ⅰ） ＞
ア 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が利用者の２ 分の１ 以上
イ 認知症介護実践リ ーダー研修等修了者を 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が20人未満の場合は１ 以上、

20人以上の場合は１ に、 当該対象者の数が19を超えて10又は端数を 増すごと に１ を加えて得た数以上配置
ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者に対し て、 専門的な認知症ケアを実施し た場合
エ 当該事業所の従業者に対し て、 認知症ケアに関する 留意事項の伝達又は技術的指導に係る 会議を定期的に開催

＜認知症専門ケア加算（ Ⅱ） ＞
ア 認知症専門ケア加算（ Ⅰ） のイ ・ エの要件を満たすこ と
イ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の100分の20以上
ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対し て、 専門的な認知症ケアを実施し た場合
エ 認知症介護指導者研修修了者を １ 名以上配置し 、 事業所全体の認知症ケアの指導等を 実施
オ 介護職員、 看護職員ごと の認知症ケアに関する 研修計画を作成し 、 研修を 実施又は実施を 予定
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＋

○ 事業所の従業者が、 口腔の健康状態の評価を実施し た場合において、 利用者の同意を得て、 歯科医療機関及び介
護支援専門員に対し 、 当該評価の結果を 情報提供し た場合に、 １ 月に１ 回に限り 所定単位数を 加算する 。 （ 新設）

○ 事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を行う に当たって、 診療報酬の歯科点数表区分番号C000に掲げる歯科訪問診
療料の算定の実績がある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、 当該従業者から の相談等に対
応する体制を確保し 、 その旨を文書等で取り 決めているこ と 。

必要に応じ
て相談

２ .（ １ ） ⑮ 訪問系サービス 及び短期入所系サービス における 口腔管理に係る 連携の強化

概要

○ 訪問介護、 訪問看護、 訪問リ ハビ リ テーショ ン、 短期入所生活介護、 短期入所療養介護及び定期巡回・ 随時対応
型訪問介護看護において、 職員によ る 利用者の口腔の状態の確認によ って、 歯科専門職によ る 適切な口腔管理の実
施につなげる 観点から 、 事業所と 歯科専門職の連携の下、 介護職員等によ る 口腔衛生状態及び口腔機能の評価の実
施並びに利用者の同意の下の歯科医療機関及び介護支援専門員への情報提供を 評価する 新たな加算を設ける 。
【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 口腔連携強化加算 50単位/回（ 新設）

※１ 月に１ 回に限り 算定可能

【 訪問介護、 訪問看護★、 訪問リ ハビ リ テーショ ン★、 短期入所生活介護★、 短期入所療養介護★、 定期巡回・ 随
時対応型訪問介護看護】

算定要件等

看護師、 リ ハビ リ テーショ ン専門職、 介護職員等

情報提供

介護支援専門員
連携歯科医療機関

訪問系サービス 、 短期入所系サービス 事業者

口腔の健康
状態の評価

歯科医療機関
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